
領域 我が国の強み（○）/課題（△） AIの開発に向けた厚生労働省の主な施策
（民間企業におけるAI開発を促進するための基盤を整備）

①ゲノム医療 △欧米に比べて取組に遅れ
・ 国立がん研究センターにがんゲノム情報管理センターを整備し、ゲノム情報を
集約

・ がんゲノム情報管理センターが臨床情報や遺伝子解析情報等を横串で解
析する知識データベースを構築

②画像診断支援
○日本の高い開発能力
○診断系医療機器の貿易収支も黒字（1,000
億円）

・ 関連医学会（日本病理学会、日本消化器内視鏡学会、日本医学放射線
学会、日本眼科学会、日本皮膚科学会、日本超音波医学会）が連携し
て画像データベースを構築

・ 厚生労働省が、医師法上や医薬品医療機器法上の取扱を明確化

③診断・治療支援
(問診や一般的検査等)

△医療情報の増大によって医療従事者の負担が
増加

△医師の地域偏在や診療科偏在への対応が必要
△難病では診断確定までに長い期間

・ 日本医療研究開発機構（AMED）研究費により、難病領域を幅広くカバー
する情報基盤を構築

・ 厚生労働省が、医師法上や医薬品医療機器法上の取扱を明確化

④医薬品開発
○日本は医薬品創出能力を持つ数少ない国の１
つ

○技術貿易収支でも大幅な黒字（3,000億円）

・ 国立研究開発法人 医薬基盤・健康・栄養研究所が、創薬ターゲットの探
索に向けた知識データベースを構築

・ 国立研究開発法人 医薬基盤・健康・栄養研究所、理化学研究所、及び
京都大学が中心となり、製薬企業とIT企業のマッチングを支援

日本における重点開発領域について
（「保健医療分野におけるAI活用推進懇談会」での議論）

〇 厚生労働省では、「保健医療分野におけるＡＩ活用推進懇談会」を開催し、ＡＩの特性を踏まえ、その活用が患者・国民に
もたらす効果を明らかにするとともに、保健医療等においてＡＩの導入が見込まれる領域を見据えながら、開発推進のために必要な
対応およびＡＩを用いたサービス等の質・安全性確保のために必要な対応等を検討した。（平成29年６月報告書取りまとめ）
〇 懇談会では、①我が国における医療技術の強みの発揮、②我が国の保健医療分野の課題の解決（医療情報の増大、
医師の偏在等）の両面から、AI開発を進めるべき重点６領域を選定。これら6領域を中心に、AIの研究開発を加速化
させる。

【AIの実用化が比較的早いと考えられる領域】

【AIの実用化に向けて段階的に取り組むべきと考えられる領域】
⑤介護・認知症 △高齢者の自立支援の促進

△介護者の業務負担軽減
・ 厚生労働科学研究費補助金により、介護における早期発見・重症化予防に
向けたデータ収集及び予測ツールの開発

⑥手術支援 ○手術データの統合の取組で日本が先行
△外科医は数が少なく、負担軽減が必要

・ 厚生労働科学研究費補助金等により、手術関連データを相互に連結するた
めのインターフェースの標準化を実施 1
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